
一般社団法人日本病院会会長殿

医政安発 0326第 2号

平成 30年 3 月 26 日

厚生労働省医政局総務課医療安全推進室長

（公印省略）

医療事故調査・支援センタ一平成 29年年報の公表について

医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。

医療事故調査制度は医療事故が発生した医療機関において院内調査を行い、医療事

故調査・支援センターにおいて、その調査報告を収集し整理・分析することで医療事故

の再発防止につなげ、医療の安全を確保することを目的として実施されております。

今般、「医療事故調査・支援センタ一平成 29年（2017）年報く事業報告〉」（以下「年

報j としづ。）が公表されましたのでお知らせいたします。

相談や医療事故報告等の現況は、別添のとおりです。貴職におかれましては、内容を

御確認の上、貴会会員施設に対する周知をお願いいたします。

年報につきましては、同センターのホームページ https：／／阿w.medsafe.or.jp／にも

掲載されていますことを申し添えます。



別添

II 年報：相談・医療事故報告等の現況

本要約版は、集計結果の中から主要項目を抽出し、報告件数等について平成 29年

(2017) 1月 1日～同年 12日31日までの状況を、制度開始からの推移あるいは前

年比等によりまとめている。
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1. 相談件数の推移（数値版ト（l）ー①参照）

（件数）
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立 年報相談・医療事故報告等の現況

要 約 瓶 樟 談 の状況

相談件数
2017年（ 1同 12月） 1,933件
2016年（ 1 -12月） 1,731件
2015年（！ι12月） 597件

累計 4,261件
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※栂談手段の大半iま電話であるが、それ以外に文書等が数件含まれる。

12017年の相談件数はl,933件で、 140～180件程度ゾ月で推移していた。

2. 栢談者別件数の推移（数値版 l( lト②参熊）

（件数）
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相談件数 窓療機関遺族等
2017年（！”12月） 1,019件 765件
2016年（ 1幽 12月） 979件 593件
2015年（10副 12月） 350件 145件

累計 2,348件 1,503件

261 258 

1～3月 4～6月 7～9月 10～12月、！～3月 4～8月 7～9月 10～12月

※相談手段の大半は電話であるが、それ以外に文書等が数件含まれる。
※遺族等には、生存事例における当事者やその家族が含まれる。

｜監療機関等からの相談は1.019件、遺族等からの棺談は765件であった。
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II 年報：相談・痘療事故報告等の現況

3.遺族等の相談内容（数値版ト（l)ー④参照）

100 200 300 

※相談手段の大半iま電話であるが、それ以外に文書等が数件含まれる。
※1回の対応で複数の棺談内容がある場合は、重複計上している。
※遺族等には、生存事例における当事者やその家族が含まれる。
※「その他Jiこは、井手l障やセンターの業務に関するもの等が含まれる。

400 600 700 

相談内容件数
2017年 814件
2016年 650i牛

（件数／叢援計上）

遺族等からの相談内容の件数は814件であり、最も多かった相談内容は「医療事故報告対象の判断J48ア件であった。この中には、
制度開始前等の死亡事例に関する穏談や、事故にあわれた本人等からの相談が264件含まれていた。

4.遺族からの求めに応じて医療機関ヘ伝達した件数（数値版ト（l)ー⑤参照）

（件数） 伝達件数
2017年（ l -12月） 21件
2016年(7幽 12月） 14件

累計 35件

※医療機関への伝達は、厚生労働省医政局総務課長通知（平成28年6月24日医政総発0624第l号）「濃族等からの求めに応じて、相談の内容等を
病院等の管理者に伝達すること」に基づく。

｜遺族等からの求めに応じて実施した医療機関への伝達は21件であった。
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JI 年報：梧談・霞療事故報告等の現況

要約版相談の状況／藍療事故発生報告の状況

5. センター合議における助言内容および医療機関の判断（数値版ト（2ト④参照）

f医療事故jとして報告を推奨すると酷言した

複数の考え方を伝えた

「医療事故jとしての報告対象とは考えにくいと助言した

「震譲事故jとして報告を推奨すると助言した

671：と争中33f:牛〔49.3~ゐ］

棲数の考え方を伝えた

67件と幹部件〔29.9%〕

「医療事政Jとしての報告対象とは考えにくいと助言した

67f牛中14持［20.91:}ら］

センタ一合議件数

2017年 74件
2016年 67件

（件数）
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※センター合議とは、医療機隠が行う「匿療事故か否かの判断Jに隠する支援として、センターの複数名の専門家らにより合議を行い、その結果を
医療機関へ助言として伝えるものである。

※助言を実施した1か月後に、医療機関わ、う報告判断の内容を受けて集計している。
※割合については、小数点第2位を四捨五入したものであり合計が100.0にならないととがある。

センター合議は、74件実施した。「報告を推奨すると助言したJ37件のうち、監療機関が「報告する」と判断されたものが20件（54.1%)
であり、「複数の考え方を伝えたJ24件のうち、「報告する」と判断Zされたものが12件（50.0%）であった。

6. 医療事故発生報告件数の推移（数値版乞（lト①参照）
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医療事故発生報告件数

2017年（ 1 -12月） 370件
2016年（！”12月）叩B件
2015年（1ι12月） 81件

累計 部7件
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r 2017年の医療事故発生報告件数は370件であり、 20～40件台／月で推移していた。制度開始からの累計は857件であった。
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年報：棺談・箆療事故報告等の現況Il 

病床規模別医療事故発生報告件数（数値版2-(1）一⑤・⑥参照）
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｜医療事故発生報告件数が最も多かった病床数は「300～399府 51件で、次いで多かったのが「200～ 299床J49件であった。

病床規模別 1施設および1病床あたりの医療事故発生報告件数（数値版乙（lト⑤参熊）8. 

医療事故発生報告件数
2017年 370件
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※「l施設あたりの報告件数j及び「1病床あたりの報告件数Jは、 2017年1月～ 12月の報告件数／施設数及び病床数として算出し、有効数字2桁
で表示している。

※施設数及び病床数は、 f平成28年医療施設調査J（厚生労働省） http://wwwβ－stat.go.jp/SG l /estat/List.do?lid=OOOOO l l 91683. 
http://www.e-stat.go.jp/SG l /estat／しist.doつlid=OOOOOl l 91 6841こ基づき算出している。

※病床数iζi誌、精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床、一般病床、一般診療所を含む。

1施設あたりの医療事故発生報告件数が最も多かったのは「800～899床j0.68件で、次いで多かったのが「900床以上J0.51件であっ
た。また、 1病床あたりの医療事故発生報告件数が最も多かったのは「800～899床J0.81件（× l0・3）で次いで多かったのが「700
～799床J0.63件（XlQ・3）であった。
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年報：相談・産療事故報告等の現況

要約版 医療事故発生報告の状況

II 

都道府県別医療事故発生報告件数（数値版ベ1ト⑦参照）9. 

医療事故発生報告件数

累計 857件101 
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｜都道府県別にみた制度部始からの痘療事故発生報告件数が最も多かったのは「東京都J101件、次いで「愛知県J開であった。

都道府県別人口100万人あたりの医療事故発生報告件数日年換算］（数値版参考2-(lト⑦参照）

医療事故発生報告件数

累計 857件（件数）
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※人口100万人あたりの報告件数［l年換算］については、監療事故報告件数の累計（2015年10月～201プ年12月まで） /2.25／人口（「平成
28年人口推計」総務雀統計局）× 100万として算出している。

人口100万人あたりの医療事故発生報告件数（制度開始からの累計）をl年換算した件数は全体で3.0件であった。最も多かったのは「宮
崎県J6.9件、次いで「三重県J5.4件であった。
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1I 年報：棺談・医療事故報告等の現況

要約版 医療事故発生報告の状況

患者死亡から医療事故発生報告までの期間（数値版2-(1ト⑪参照）
．．
 

『

E

・・
1

・E

医療事故発生報告件数
2017年 3701~牛
2016年 406件
BO 90 （件数）

85[23.0%] 

70 60 30 20 10 。
1～7B 

22自力＇＇S2B臼

29日～2か月未満

5か丹～6か月未満

2か月～3か月未満

3か丹～4か月未満

ヰか丹～5か月未満

S～14日

15自～21日

翁

間

Bか月以上

※1か月を30日として集計している。
※割合については、小数点第；2位を四捨五入したものであり合計が100 0にならないことがある。

｜患者死亡から医療事故発生報告までの期間で、援も多かったのは「29日～2か月未満J85件（23.0%）で、中央値は28日であった。 i

の分類別医療事故発生報告件数（数値版乙（3）ー①②参照）起因した医療（疑いを含む）12. 

「手術（分娩を含む）Jの内訳

起臨した罷療が「手術（分娩を含む）Jの件数
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※起国した罷療の分類iま、厚生労働省医政局長通知（平成27年5月8臼底政発0508第1号）
の別添「医療に起因する（疑いを含む）死亡又は死震の考え方Jに基づき、医療事故発生
報告の内容をセンターが分類、集計したものである。

※「左記以外jにi立、院内感染、原因不明の突撚の心肺停止状態での発見等が含まれ、センター
では分類鴎難だったものである。
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込み術、口腔外科手術、ラジオ波焼灼術等が含
まれる。
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起因した匡療（疑いを含む）別に分類した医療事故発生報告件数は、「手術（分娩を含む）Jが最も多く 1ブプ件であり、次いで多かっ
たのは「処置J(44｛！牛）であった。「手術（分娩を含む）Jの内訳で、鹿療事故発生報告件数が最も多かったのは「筋骨格系手術（四肢体幹）J 
35件であった。
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双 年報：相談・医療事故報告を等の現況

要約瓶醗内誤査結果報告の状混

13. 院内調査結果報告件数の推移（数値版3-(lト①参照）
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院内調査結果報告件数

2017年（ l”12月） 321件
2016年（ l幽 12月） 219件
2015年（10”12月） 7件

累計 547件
41 

！
 

門‘

u

門
〆
』

門
司
凶

30 30 
27 円

円
》

門
〆
肺

門
門
】

門
〆
hm

h
u
 

門
〆
』

円
AUW

門
戸
』

24 
門
〆
a
M

門
戸
』－

 
n
t
 

n〆』
円
〆
』

門
〆
』

門
〆
』

20 19 
17 17 16 

14 

10月11月12月1月 2月 3丹 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 8月 7月 8月 9月 10丹11月12月

院内謁斎結果報告は、院内で調査が終了した底療機関から順次報告され、 201ア年は321件の報告があり、制度開始からの累計iま
547イ牛であった。

14. 医療事故発生報告から関内調査結果報告までの期間（数値販3-(l）一③参照）
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16か月～17か月未満

17か月～iBか月未満

18か月以上

※1か汚を30日として集計している。
※割合については、小数点第2伎を四捨五入したものであり合計が100. 0にならないことがある。

院内調査結果報告件数

2017年 321件
2016年 219件

33[10.3＇｝ら］

34[10.6%] 

中央値

平均

最短

最長

2098 

222.1臼

OB 

685日

1468 

145.28 

G自

382日

2017年際2016年

i霞療事故発生報告から院内議査結架報告までに要した期間は「5か月～6か月未満jが最も多く34件で、中雑iま209臼であった。

11 



11 年報：相談・医療事故報告等の現況

要約版院内調査結畏報告の状況

15陵地域ブロック別院内調査結果の報告状況（数値版参考3-(lト③参照）

北海道
ブロック
帥件］

東北
ブロック
[53間

関東信緩
ブロック
ロ16件］
東海北陸
ブロック
[126件］

近畿
ブロック
[134件］

中国四国
ブロック
[62件］

九州
ブロック
[118件］

医療事故発生報告件数

累計 857件

。% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

報告済み

謬未報告（9か月以上12か丹未満）

緩未報告（18か月以上21か月未溝）

未報告（6か丹未満）

未報告（12か月以上15か月未満）

緩未報告（21か月以上24か丹未満）

時 41：牛［8.3%]

時計牛［3.8%]

鯵 21件［6.6%]

勢 3件［2.4%〕

勢 2件［1.5%]

。件［0.0%]

感 14件［11.9%]

未報告何か月以上9か月未満）

未報告（15か月以上18か月未満）

璽未報告（24か月以上）

※との集計は、 2015年10月～201ブ年12月末までの実績に纂づく内容を示したものである。
※1か月そ30日として集計している。

制度開始からの監療事故発生報告件数の累計85プ件のうち、平成28年12月末時点で線内調査結果が報告されたものは547件であり、
報告されていないものは310件であった。未報告のもののうち、医療事故発生報告から12か月以上智要しているものは46件であっ
た。

16. 医療事故発生報告から院内調査結果報告までに12か月以上を要している理由
（数値版3-(l）ー③・参考3-(l）ー③参照）

報告済み 48件
未報告 46件

（重複計上）

医療事故発生報告から12か月以上を要して院内調査結果報告があったもの48件と、 2017年12月末の時点において未報告のもので12か月以上を
要している46件について集計している。
※との集計は、医療機隠への照会に纂づきセンターが集計したものである。

医療事故発生報告から院内謁王室結果報告までに12か月以上を要している理由として援も多かったのは「遺族への調査結果の説明やそ
の後の対応に時間を要した」 26件で、次いで多かったのは「外部委員の派遣までに時務を要したJ25件であった。

12 



年報：相談・医療事故報告等の現況

要約版暁内調査結果報告の状況

立

解剖とAiの実施件数（数値版3-(2ト①・②参照）17. 

説内調査結果報告件数
2017年 321件
2016年 219件

Ai 

100% 90% 80% 70% 40% 

※院内調査結果報告審の記載内容及び医療機隠への照会によりセンターが集計したものである。
※Aiの「実施ありjは、死亡前に撮影したCTそAiとして記載している場合を含む。
※割合については、小数点第2位を四捨五入したものでRり合計が100.0になら芯いことがある。

60<7ら50% 30% 20<7も10% 。%

解剖jの実施件数は、院内議査結果報告があった321件のうち133件であり全体の4割以上を占めた。 方、 Aiの実施があったのは
115件であり全体の3割以上であった。

病床規模別の病理解剖およびAi実施状況（数値版参考 3-(2）ー①・参考3ベ2ト②参照）18. 

Aiの実施件数
報告施設 99件（86.1%)
他施設 16件（13.9%)

合計 115件

Ai 病理解剖の実施件数
報告施設 79件（72.5%)
他施設 30件（27.5%)

合計 109件

病理解剖

（件数）

20 

14 

10 

4 

18 

16 

12 

（件数）

20 

3 

16 襲撃報告施設…

他施設14 

10 

4 

18 

12 

2 

。。
20 100 200 300 400 500 600 700 800 900 
I I I I I I I I 1以上
99 199 299 399 499 599 699 799 899 

唱
l
E

，、J
n同日
W

。20 100 200 300 400 500 600 700 800 900 
I I I I I I I I 1以上
99 199 299 399 499 599 699 799 899 

T
i
（
J
E
U
 

－
 

。

報告施設の病床数

※Aiが実施されたものについて集計している。

報告施設の病床数

※病理解剖が実施されたものについて集計している。

Aiの実施は115件で、最も多かったのは、「300～
398床」 18件であった。Aiそ報告施設で行っていたのは、
全体の8割以上であった。

病理解剖の実施は108件で、最も多かったのは「300
～389床j、および「400～488床」で18件であった。
88床以下の施設では、すべて他施設で病理解剖を実施
されており、 600床以上の施設ではすべて報告施設で実
施されていた。

13 



年報：相談・医療事故報告等の現況II 

解剖とAiの実施状況の内訳（数値版3ベ2ト③参照）19. 

院内調査結果報告件数
2017年 321件
2016年 219件

実施あ色合計 1911牛［59.5弛］

川

州

描

＼

山

m

q
V
4
9
庁
内
ぴ

窓
口
お
そ
7
h

解
配

U

実路Rb

350 

（件数）

300 250 200 150 100 50 0 

※院内調資結果報告審の記載内容及び藍療機関への照会によりセンターが集計したものである。
※割合については、小数点第2位を四捨五入したものであり合計が100.0になら主主いととがある。

外部委員の参加状況（数億版3-(3）ー④参照）20. 

院内調査結果報告件数
2017年 321件
2016年 219件

参加あり（2入）
29.9% 
[96f牛］

参加あり、白人）
31.20/o～ 

[68件I

10011も90% 80% 。弘 10% 20% 30% 40% 50% 

※院内調査結果報告書の記載内容及び医療機箆への照会によりセンターが集計したものである。

院内調査委員会の設置があった321件のうち、外部委員の参加があったのは278件（86β%）であり、そのうち参加が円人j及び白人j
であった事例は約半数以上であった。

14 



年報：相談・痘療事故報告等の現況

要約版競内調査結果報告の状況

II 

再発防止策の記載状況（数値版3-(4ト①参照）21 

院内調査結果報告件数
2017年 321件
2016年 219件

[321件］

し

「防止策なしjと記載あり

[219件］

「防止策芯しjと記載あり

100% 90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 20% 10% 。%

※院内調査結果報告書の記載内容に基づきセンターが分類、集計したものである。
※「記載なしjとは、院内議資結果報告書3に湾発防止策の項目がなかったものである。

［院内調査結渠報告書の提出揃った321件のうち、再発防i閣の記載わ恥た酬は全体の9割以上であった。

参考3-(6）ー①参照）院内調査結果報告書のページ数（数値版22. 

院内調査結果報告件数
2017年 321件
2016年 219件

（件数）

100 90 80 70 60 50 40 30 20 10 。
1～3 

16～18 

19～21 

22～24 

4～6 

7～自

10～12 

13～15 

〈
ペ
ー
ジ
数
〉

25以上

※院内調査結果報告書の表紙、自次、添付資料などを除いたページ数をセンターが集計したものである。

15 

｜最も多かったページ数はけ～9ページjであり91件であった。中央値は「9ページJ、平均は「10.5ページjであった。



五 年報：相談・罷療事故報告等の現況

23. センター調査対象件数と依頼者の内訳（数値版斗（l）ー①・②参照）

センター調査対象件数 依頼者の内訳

院内調査結果報告件数
累計 547件

[39件］

[19件］

24. センター調査の依頼理由（数値版斗（l) －③参照）

医擦機関から
の依頼

臨痩機関から
の依頼

10 

6 

15 

18 

20 

8 

8 

3 

※依頼瑳由は、センター謂査依頼時の情報！こ基づき、センターが分類、集計したものである。
※1つの事例で複数の依頼理由がある場合は、重複計上している。

16 

センター謂査対象件数
2017年（ l周辺月） 39件
2016年（ 1 -12月） 19件

累計 58件

32 
遺族か5の皆頼 [82.1略］

20 30 40 

（件数）

センター調査対象件数

累計 58件

（件数／重複計上）

4 10 

2 17 

プ 25 

10 30 
101 

3 11 

4 12 

3 6 

2 3 

2 


